
＜戊辰戦争＞ 

②江戸無血開城

⑤五稜郭

③奥羽越

列藩同盟

④会津戦争

①鳥羽・伏見

の戦い 







































 

                                                            

＜三権分立(日本国憲法)＞ 

(国会) 

(裁判所) (内閣) 

立法権 

 

司法権 

 

行政権 

 

内閣総理大臣の指名 

内閣不信任決議 

弾劾裁判所の設置 

法律の制定 

違憲立法審査権 

行政処分の違法性審査 

最高裁判所長官の指名 

その他の裁判官の任命 

衆議院の解散 

 



 

                                                            

＜太政官制(政体書)＞ 

太政官 

議政官 

行政官 

神祇官 

会計官 

軍務官 

外国官 

民部官 

上 局 

下 局 

刑法官 

府・藩・県 

(議定・参与) 

(各藩の貢士) 
(立法) 

(行政) 

(司法) 

→貢士対策所 

公議所(1869) 

集議院(1869) 



 

                                                            

 

＜府藩県三治制＞ 

江戸時代＝幕領(天領) 

明治時代＝府・県 

その他＝藩(大名領) 



 

                                                            

＜近現代の重要西暦(年号)＞ 

1867 年 大政奉還 

 

 

 

1873 年 明治 6 年の政変 

 

 

1881 年 明治 14年の政変 

 

 

 

1890 年 帝国議会開設 

1894 年 日清戦争 

 

 

 

1904 年 日露戦争 

1911 年 条約改正 

1914 年 W.W.Ⅰ 

 

1918 年 W.W.1 終戦 

 

 

1925 年 治安維持法 

 

1931 年 満州事変 

 

 

 

1937 年 日中戦争 

 

 

 

 

1941 年 太平洋戦争 

 

1945 年 W.W.2 終戦 



 

                                                            

＜近現代の重要西暦(年号)＞ 

1867 年 大政奉還 

 

 

 

1873 年 明治 6 年の政変 

 

 

1881 年 明治 14年の政変 

 

 

 

1890 年 帝国議会開設 

1894 年 日清戦争 

 

 

 

1904 年 日露戦争 

1911 年 条約改正 

1914 年 W.W.Ⅰ 

 

1918 年 W.W.1 終戦 

 

 

1925 年 治安維持法 

1931 年 満州事変 

 

 

 

1937 年 日中戦争 

 

 

 

 

1941 年 太平洋戦争 

 

1945 年 W.W.2 終戦 

明治 Y 年＋1867 年，大正 Y 年＋1911 年，昭和 Y 年＋1925 年 

＜元号(年号)から西暦 X年の導き出し方＞ 



 

                                                            

＜近現代の重要西暦(年号)＞ 

1867 年 大政奉還 

  五箇条の誓文(1868) 

  版籍奉還(1869) 

  廃藩置県(1871) 

1873 年 明治 6 年の政変 

  自由民権運動(1874) 

  士族の反乱(1874) 

1881 年 明治 14年の政変 

  松方財政(1881～) 

  憲法調査の渡欧(1882) 

  大日本帝国憲法(1889) 

1890 年 帝国議会開設 

1894 年 日清戦争 

  金本位制(1897) 

  労働運動(1897～) 

  社会主義(1898～) 

1904 年 日露戦争 

1911 年 条約改正 

1914 年 W.W.Ⅰ 

  ロシア革命(1917) 

1918 年 W.W.1 終戦 

  日ソ基本条約(〃) 

  普通選挙法(〃) 

1925 年 治安維持法 

  世界恐慌(1929～) 

1931 年 満州事変 

  満州国建国(1932) 

  5.15 事件(1932) 

  国際連盟脱退(1933) 

1937 年 日中戦争 

  国民精神総動員運動(1937) 

  国家総動員法(1938) 

  W.W.2(1939～) 

  日独伊三国同盟(1940) 

1941 年 太平洋戦争 

  ポツダム宣言(1945) 

1945 年 W.W.2 終戦 



 

                                                            

 

＜府藩県三治制＞ 

江戸時代＝幕領(天領) 

明治時代＝府・県 

その他＝藩(大名領) 



 

                                                            

 

＜版籍奉還＞ 

薩摩 

土佐 

肥前 

←板垣退助 

←大久保利通 

↓大隈重信 

←木戸孝允 長州 



 

                                                            

＜版籍奉還＞ 

天 皇 

藩主(大名) 

籍 

(人民) 

版 

(土地) 

知藩事 

(軍事・徴税など藩政を引き続き担当) 

王土王民思想に 

基づいて返還 

②任命 

①奉還 

(土地・人民は天皇のもの) 

＜藩＞ 



 

                                                            

＜四民平等＞ 

大名・公家 

武士 

農・工・商 

えた・非人 

華 族 

士 族 

平 民 

変更なし 

新平民 (1871) 



 

                                                            

＜廃藩置県＞ 

天 皇 

籍 

(人民) 

版 

(土地) 

知藩事(旧藩主) 

(罷免後は東京に強制移住) 

③罷免 

①奉還 

＜藩→県＞ 

中央政府 

(府知事・県令) 

④任命 

→派遣 





 

                                                            

 

＜府藩県三治制＞ 

江戸時代＝幕領(天領) 

明治時代＝府・県 

その他＝藩(大名領) 



 

                                                            

＜版籍奉還(1869)後の官制改革＝2 官 6 省制＞ 

太政官 

神祇省 

大蔵省 

(太政官の上位) 神祇官 (格下げ) 

民部省 

兵部省 

刑部省 

宮内省 

外務省 

(1871) 

工部省 (1870) 

文部省 (1871) 

(のち設置) 

(のち設置) 



 

                                                            

＜廃藩置県(1871)後の官制改革＝三院制＞ 

太政官 

神祇省 

(最高機関) 

正 院 

大蔵省 

兵部省 

司法省 

宮内省 

外務省 

(1872) 

工部省 

文部省 

(立法機関) 

各省連絡 

調整機関 

左 院 

右 院 

陸軍省 

海軍省 

教部省 

(のち廃止) 

(

分
離)

 

内務省 

(1873) 

のち新設 



 

                                                            

＜中央集権化政策＞ 

①中央集権体制の推進・確立 

 (1) 版籍奉還(1869)…土地・人民が朝廷返還 

 (2) 廃藩置県(1871)…全国を維新政府が統治 

②軍事力の強化(原則国民皆兵の軍事制度) 

 (1) 徴兵告諭(1872)…徴兵令の意図を説明 

 (2) 徴 兵 令(1873)…満20歳以上男子を徴兵 

③財政基盤の確立(政府の財源を安定させる) 

 (3) 地租改正(1873)…米納は豊凶で増減 

   →土地所有者に地価の 3％を金納させる 





 

                                                            

＜徴兵令と免役規定＞ 

徴兵対象…満 20 歳以上の男子に 3 年間の兵役 

     →士族・平民が対象 ※華族も含む 

免役対象…(1) 官吏(役人) 

     (2) 官立学生 

     (3) 戸主(世帯主) 

     (4) 嗣子(長男などの相続者) 

     (5) 代人料 270 円納入者(327 万円) 

     (6) 5 尺 1 寸(154.5cm)未満の者 

     (7) 病弱者・障害者・犯罪人 





 

                                                            

＜江戸幕府の税制度①＞ 

江戸幕府 

 小作人に転落 or 都市に流入 

土地耕作者 

(本百姓) 

現物納(米納) ・税率は不統一 

→収穫高(豊作・凶作)に応じて 

 税収が増減するため財源が不安定 



 

                                                            

＜江戸幕府の税制度②＞ 

江戸幕府 

 小作人に転落 or 都市に流入 

土地耕作者 

(本百姓) 

②土地(地券)所有者に課税する 

現物納(米納) ・税率は不統一 

→収穫高(豊作・凶作)に応じて 

 税収が増減するため財源が不安定 

①納税方法を金納にさせる 



 

                                                            

 従来の年貢平均収入から 

 土地の価値(地価)を決定 

→証明書として地券を交付 

＜明治政府の地租改正＞ 

明治政府 

小作人 

土地(地券)所有者 

地価＝100 円 

地価の 3％を 

金納させる 

＝近代的税制度 

現物納(米納) 

地租は 100 円 

の 3％(3 万円) 









 

                                                            

＜秩禄処分＞ 

秩禄 

政府 

華族・士族 

秩禄の 5～ 

14 年分を 

まとめて 

公債で支給 

② 

① 









 

                                                            

＜4 進法・10 進法＞ 

両 

＜江戸時代＞ 

分 

朱 

＜明治時代＞ 

円 

厘 

銭 



 

                                                            

＜不換紙幣＞ 

太政官札(1 両) 
 

 

金貨(1 両) 



 

                                                            

＜兌換紙幣＞ 

日本銀行券 

(1 円紙幣) 

1 円銀貨 
 

 

銀本位制の確立(1886～) 



 

                                                            

＜兌換紙幣＞ 

日本銀行券 

(10 円紙幣) 

10 円金貨 

金本位制の確立(1897～) 

 

 



 

                                                            

＜金本位制・銀本位制確立時の条件＞ 

①発行する紙幣が正貨(金貨 or 銀貨) 

 と交換できる兌換紙幣である 

 ＝国内で発行する紙幣流通量は 

  自国の正貨保有量とほぼ同じ 

  でなければならない 

②外国との貿易は正貨(金貨 or 銀貨) 

 で決済する(金貨を輸出 or 輸入) 



 

                                                            

＜金本位制・銀本位制停止時の条件＞ 

正貨と交換できない不換紙幣の場合 

→正貨保有量に関係なく紙幣を発行 

 ＝政府が紙幣流通量をコントロール 

①紙幣流通量が多い場合 

 →物価高(インフレ)･紙幣価値○下  

②紙幣流通量が少ない場合 

 →物価安(デ フ レ)･紙幣価値○上  

 








